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　概　　要

巨大地震に備えた
消防防災研究の方向性（その1）
―東日本大震災の火災被害を踏まえて―

　2011 年 3 月 11 日に発生した「平成 23 年（2011
年）東北地方太平洋沖地震」は、我が国観測史上最
大のマグニチュード 9.0 となり、東日本大震災と命
名される未曽有の被害をもたらした 1～5）。震度 6 弱
以上を観測した地域が 8 県にまたがり、うち数県
では通信網に支障をきたし、さらに広い範囲で津波
警報が発表されていたことから、総務省消防庁長官
は 3 月 11 日 15 時 40 分、20 都道府県に対して緊急
消防援助隊の出動指示を行った。緊急消防援助隊
は、阪神淡路大震災での広域応援の必要性の認識
を踏まえて整備された制度で、新潟県中越地震を
はじめ多くの大規模災害時には活用されてきてい
るが、消防庁長官の出動指示権（消防組織法第 44
条第 5 項）が行使されたのは、2008 年の制度発足
以来、初めてのことである。今回の震災は、それ
ほど被害の甚大さが当初から予測されたというこ
とである。緊急消防援助隊の 1 日の最大派遣数は

　2011年 3月 11日に発生した東日本大震災は未曽有の被害をもたらした。震災直後に総務省消防庁長
官は、阪神淡路大震災での広域応援の必要性の認識を踏まえて整備された緊急消防援助隊の出動指示を
初めて 20都道府県に対して行った。緊急消防援助隊の延べ派遣数は、6月 6日までの 88日間で、44
都道府県の 712消防本部から 3万人を超え、全国の消防職員の約 5分の 1が、岩手県、宮城県、福島
県、茨城県、千葉県、新潟県等の全部で 8県において応援活動を実施した。消防庁では、消防研究セン
ターにより火災等の被害の現地調査を行った。火災等の調査では、ヒアリング調査、空撮映像分析、危
険物施設の津波による被害等を整理した。これらの調査結果から、安全な社会の構築に向けて、意思決
定に有用な情報技術の開発、延焼要因の解明と防火対策、消防・救助活動のための技術開発、津波対策
に関する研究開発、防災に関する技術開発などといった推進が不可欠であることが示された。

キーワード：防災，消防，東日本大震災，地震，火災，津波

松原 美之　浦島 邦子　

1,912 隊 7,035 人にのぼり（3 月 18 日）、最終的には
6 月 6 日までの 88 日間、44 都道府県の 712 消防本
部から延べ 3 万人を超える消防職員（全国の消防職
員の約 5 分の 1）が、岩手県、宮城県、福島県、茨
城県、千葉県、新潟県等の 8 県において緊急消防援
助隊による応援活動を実施した6）。これらの概要を
図表 1に示す。
　本災害の経験を通じて、防災に関する多くの課題
が見出された。本号から数回にわたり、今回の震災
が提起した防災の科学技術のうち、特に消防に関連
した課題を整理・概観し、改訂された消防防災科学
技術に関する戦略プランについて概説する。さらに、
近い将来発生が危惧されている巨大地震などに備え
るための消防防災研究のあり方について提言する。

科学技術動向研究

1 はじめに
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巨大地震に備えた消防防災研究の方向性（その1）―東日本大震災の火災被害を踏まえて―
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出典：参考文献 8を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献 6を基に科学技術動向研究センターにて作成

　消防庁消防研究センターは、応急対応が一区切
りした 3月 23 日から「火災被害」、「コンビナート

被害」、「その他および消防活動」の現地調査を開始
した。6月 18 日（震災から 100 日目）までの間だ
けでも、30 回、延べ 287 人を投じて現地調査を行っ
た。調査は、日本火災学会、東京大学、東京理科大
学、危険物保安技術協会等、関連する各機関団体と
協力して実施された。図表 2は消防研究センター等
が現地調査を行った地域の概要である。調査結果は、
ウェブサイトで公開されている 1）、6～10）。

図表 2　消防研究センターが現地調査を行った地域

図表 1　全国各地からの緊急消防援助隊の派遣状況

2 消防の視点からみた
東日本大震災の現状

火災被害の現地調査2-1
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図表 4　山田町の延焼火災範囲

図表 3　火災延焼範囲の面積（阪神淡路大震災との比較）

　大規模な延焼火災が発生した殆どの地域につい
て、延焼範囲の記録、出火・延焼・消防活動に関す
るヒアリング調査を実施した。図表 3 は阪神淡路大
震災と比較した延焼状況を示しているが、阪神淡路
大震災時の最大延焼面積を記録した水笠西公園周
辺の 2 倍に近い面積の延焼火災が山田町では発生

していたこと等、大規模な延焼火災が多くの地域で
発生していたことがわかる。それぞれの延焼火災地
域について、延焼境界線を GPS にて計測し記録し
ていった。
　図表 4 は、山田町の延焼火災の全体写真と延焼範
囲を例示している。このように、後世の分析に資す
ることを目指して、全調査地域についての記録が残
され、消防研究センターのウェブサイトで公開され
ている。

参考文献 9を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献 8を基に科学技術動向研究センターにて作成

火災被害の面積2-2
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　出火原因の全体像を把握することは未だ困難で
あるが、現地での目撃者から聞き取った情報が図表
6のようにまとめられている。津波により海水をか
ぶった自動車や電力関係機器からの出火が、今回
の震災で特徴的な出火原因像として浮び上がって
くる。阪神淡路大震災時には、再通電火災が多数
発生したが、今回は地震直後から多くの報道機関
が再通電火災の危険性について注意を呼び掛けて
おり、その結果、大きな被害にならなかったと予
想される。
　東日本大震災が起こった翌朝の新聞各紙は、「津
波にのまれ町炎上。港の重油タンク火災、気仙沼
住宅に延焼」と報じた。気仙沼市の大規模火災に
ついては、「石油タンクが津波で破壊され、その結
果、市街地が火の海になったのだとしたら、対策
を早期に検討すべき」との視点から、特に調査を
急ぐ必要があり、早期から多くの人員が調査に投

　図表 5は、石巻市門脇地区の火災について、延焼範
囲と津波遡上範囲を重ねて地図上に描いた結果であ
るが、水陸の境界線周辺で拡大している様子が読み
取れる。津波により家屋が破壊され発生した火災が、
初期消火活動が困難な中で拡大したと推測できる。

出典：参考文献9を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献10を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 6　出火原因に関する現地で聞き取り調査結果

図表 7　火災件数の地震後経過時間と火災件数

　図表 7は地震後の経過時間と鎮火火災の件数の関
係を示している。地震発生後 50 時間までの間、鎮火
される火災件数が発生する火災件数に対して低い比
率の時間が継続した。これは、津波浸水地域での消
防活動の困難性、援助部隊が未着などのために、地
域の消防力により対応せざるを得ないこの期間を如
何に短縮するか、また、限られた消防力で如何に有
効に火災に対応するか、さらに分析と検討が求めら
れる。

入された。詳細は報告書 6）によるとして、調査の結
論を要約すると、「火炎は海上を浮遊する固形物の
燃焼であった」、「市街部で漏えい石油が燃焼した痕
跡は確認できなかった」ということである。この結
果は図表 7に示すように、昼間に撮影された多くの
空撮映像と火災現場の映像を重ね合わせ、位置特定
を行った結果得られたものである。燃えている場所
は、市街地ではなく、ほとんどが気仙沼湾内の海上
であった。つまり炎上していたのは津波によって流
された瓦礫であったことが判明した。

図表 5　火災範囲と津波遡上範囲（石巻市門脇地区）
　　 薄赤網掛：延焼範囲、水色網掛：津波遡上範囲

出典：参考文献8を基に科学技術動向研究センターにて作成

火災被害の実情と原因2-3

地震の経過時間と鎮火件数の関係2-4
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　千葉県市原市のコンビナートにある高圧ガスタン
クの爆発炎上、仙台地区のコンビナートでの危険物
施設火災などから、今回の震災で多大な危険物施設
の被害が発生したのではないかという印象が強い。
しかし、今回の東日本大震災時に危険物施設で発生
した火災・流出事故の概要について消防庁が取り
まとめたもの（図表 8）に示すごとく、平常時であ

図表 8　東日本大震災時に危険物施設で発生した、火災、流出事故概要

図表 9　東日本大震災時の危険物施設被害の地域ごとの特徴

れば決して少ない数字ではないが、あの甚大な震災
の被害の全体の中では決して大きな被害とは言えな
い。
　図表 9は東日本大震災における危険物施設の被害
の地域ごとの特徴について整理したものである。日
本海側、東京湾周辺で地震動による浮き屋根への被
害が発生しているが、いずれも現行基準への改修の
猶予期間中の施設であることが確認されており、現
在の石油タンク基準を満たす石油タンクでは地震動
による大きな被害は発生していない。

出典：参考文献9を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献8を基に科学技術動向研究センターにて作成

•
•

•
•

•

•
•

3 危険物施設等の被害について
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　図表 10 は、今回の震災時に危険物施設が被った
津波による被害を、津波の浸水深さとタンク許可容
量をもとに整理したものである。津波の浸水深が 3
ｍより小さな場合には、タンク本体、配管ともに被
害はないが、浸水深が増すに伴って配管が被害を受
け始め、そして小さな容量のタンクから本体被害が
及んでいる。その結果、大量の石油流出が、津波に
よる配管の破損から引き起こされた教訓を踏まえ、
津波浸水が危惧される地域に設置される大容量の
石油タンクへの緊急遮断弁の設置などの対策が講
じられることとなった。

図表 10　浸水深、規模と屋外タンクの被害形態

　東日本大震災では死者の 9割以上が水死（火災に
よる死者は全体の 1％程度）であるなどの特徴があ
り 5）津波による被害が大きかったことを示してい
る。
　東日本大震災は、甚大な被害を被った地域が著し

く広域であったことから、被災した地域の消防力だ
けで対応することは不可能であり、緊急消防援助隊
の制度発足以来初めてとなる、消防庁長官の指示に
よる派遣がなされた。しかし、支援の消防力を遠方
から、速やかに、かつ、長期間にわたって派遣する
ことを如何にして可能とするかの課題が審議会な
どの検討を経て明らかとなった。消防防災の科学技
術においては、こうした課題を解決するために、次
のような消防防災分野における科学技術上の重要
課題が改めて浮き彫りとなった。

〔1〕意思決定に有用な情報技術の開発
　極めて広域な地域が被災地となるような災害が
発生した場合における早期かつ的確な被害推定お
よび被害情報収集並びに応急対応に関する意思決
定支援のための情報技術が必要である。

〔2〕延焼要因の解明と防火対策
　津波浸水域で発生した大規模市街地火災の発生
原因・延焼要因の究明と防火対策に関する知見を
深めるための施策が必要でる。

〔3〕消防・救助活動のための技術開発
　水やがれきが滞留している津波浸水域における
消防活動・救助活動を可能とする技術開発を推進
すべきである。

出典：参考文献9を基に科学技術動向研究センターにて作成

4 危険物施設の津波による被害

5 まとめと提言
―東日本大震災が提起した課題
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1）　消防庁：東日本大震災記録集
　　http://www.fdma.go.jp/concern/publication/higashinihondaishinsai_kirokushu/
2）　防災科学技術研究所：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について
　　http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/topics/TohokuTaiheiyo_20110311/nied_kyoshin1j.pdf
3）　国土交通省：東北地方太平洋沖地震による土砂災害発生状況
　　http://www.mlit.go.jp/river/sabo
4）　首相官邸：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について
　　http://www.kantei.go.jp/saigai/pdf/201305281700jisin.pdf#search='%E5%AE%98%E9%82%B8+%E6%9D%B1%
　　E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96'
5）　警察庁：東北地方太平洋沖地震による死者の死因等について【3/11 ～ 4/11】、平成 23 年 4 月 19 日
6）　消防庁：平成 23 年版消防白書
　　http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h23/h23/index.html
7）　消防庁：平成 24 年版消防白書
　　http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h24/h24/index.html
8）　消防研究技術資料第82号　平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の被害及び消防活動に関する調査報告書（第1報）

http://nrifd.fdma.go.jp/publication/gijutsushiryo/gijutsushiryo_81_120/fi les/shiryo_no82.pdf
9）　第 15 回消防防災研究講演会資料（平成 24 年 1 月）
　　http://nrifd.fdma.go.jp/publication/gijutsushiryo/gijutsushiryo_81_120/fi les/shiryo_no82.pdf
10）  第 16 回消防防災研究講演会資料（平成 25 年 2 月）
　　http://nrifd.fdma.go.jp/publication/gijutsushiryo/gijutsushiryo_81_120/fi les/shiryo_no82.pdf

消防防災に関する科学技術動向　―消防防災領域でのイノベーションを目指して― 
松原美之、浦島邦子
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt078j/0709_03_featurearticles/0709fa03/200709_fa03.html

消防防災に関する科学技術動向　―安心・安全を目指す科学技術の特性と方向性の考察― 
松原美之、浦島邦子
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt048j/0503_03_feature_articles/200503_fa02/200503_fa02.html

〔4〕津波対策に関する研究開発
　石油コンビナートにおける地震・津波対策、特に
津波対策に関する知見に関する研究開発が今まで以
上に重要である。

〔5〕防災に関する技術開発
　震災後発生するがれきなど堆積物の火災予防対
策に関する知見と消火技術の開発と研究が必要で
ある。
　東日本大震災における被害や活動等を踏まえ、

ハードとソフトの両面から更なる防災への取り組み
が必要である。特に今後、確実に我が国が迎える高
齢化社会への対応や、老朽インフラの再構築なども、
防災を念頭において、計画、実施されるべきである。
そして、万が一起きてしまった災害被害をできる限
り最小に食い止めるための科学技術をこれまで以上
に推進する必要がある。我が国はこうした取り組み
を通じて、世界でトップクラスの防災技術を目指す
ことが国際貢献につながり、さらには科学技術イノ
ベーションに寄与できるであろう。

参考文献
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湯川秀樹を目指して京都大学理学部に進学するも、心変わりし、消防庁に就職して消
防防災のための研究に従事することとなる。「石油類の着火原因としての静電気に関
する研究」で、東京大学より工学博士を取得。典型的「理系人間」であるが、勤務す
る研究機関の独法化などの組織機構の変革の実務を経験し、理系と文系の「バイリン
ガル」を目指すことに。

浦島　邦子
科学技術動向研究センター　上席研究官

工学博士。日本の電機メーカー、カナダ、アメリカ、フランスの大学、国立研究所、
企業にてプラズマ技術を用いた環境汚染物質の処理ならびに除去技術の開発に従事
後、2003年より現職。世界の環境とエネルギー全般に関する科学技術動向について
主に調査中。
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